
令和６年度我が国アートのグローバル展開推進事業

変更点
令和５年度の補助事業との変更点は？
補助事業は、毎年⾒直しを⾏い、少しずつ変わっています。昨年度からの⼤きな変更点は下記です。
詳しくは応募要領をご確認ください。

[国際発信⼒のある国内企画展]
・申請できる企画展は、「「国内美術館が申請者」または「「国内美術館が開催場所」の企画に限定する。
・＜雑役務費＞ 雑役務費において、「広報費」と「記録費（原則として展覧会カタログ等の制作費だが、展覧会記録映像制作費を含
む）」を新たに補助対象とする。

[国際拠点化推進⽀援]
補助⾦の額について、補助対象経費の２分の１を超えない範囲で上限額が昨年度5000万円から、令和6年度（1次）3000万円に変更。

応募要領「Ⅰ．募集について」
Q ⾃治体の場合は、どのような書類を出せばいいのか？
A ⾃治体は対象外です。法⼈格を有するか、法⼈格を有する団体を中⼼とした実⾏委員会のみ応募可能です。
Q ⽂部科学⼤⾂賞などを受けているが応募は可能か？
A 可能です。
Q 今回応募予定の活動について、同⼀内容で他の補助⾦と重複して応募は可能か？
A 本補助事業においては、補助を受けようとする同⼀内容の活動について、「⽂化庁が実施する他の委託事業及び補助事業」，「独⽴⾏

政法⼈⽇本芸術⽂化振興会が実施する助成事業」，「国際交流基⾦との共同事業」，「国が実施する他の補助事業」と重複して補助を
受けることはできません。

Q 補助を受けようとする活動の主体である申請者が、既に⼀次募集に採択されている。その場合、全く異なる活動（企画）であっても、
主催団体が同じである場合、応募は可能か？

A 補助を受けようとする活動の主体である申請者が、同⼀の活動において、重複して補助を受けることはできないため、ご応募をいただ
いても審査対象外です。ただし、我が国アートのグローバル展開推進事業においては、５つの活動「海外アートフェア等参加・出展
（⼀般）」「海外アートフェア等参加・出展（新進）」「国際発信⼒のある国内企画展」「国際拠点化推進⽀援」「国際連携海外展」
それぞれに対して同⼀申請者からの応募は可能であるため、例えば既に「国際発信⼒のある国内企画展」で採択されている申請者が、
新たに「国際拠点化推進⽀援」に応募することは可能です。

Q ⽇本国籍のアーティストと外国籍のアーティストの⼆⼈展の場合は、『出展作家及び作品の２／３は我が国の現代美術作家・作品であ
ること』と認められるか？２／３とは展⽰作品数や展⽰⾯積の割合か？

A 展⽰作品数や展⽰⾯積の割合ではなく、あくまで作家の⼈数の割合です。例えば、作家3名中2名や、6名中4名の出展が必要です。⽇
本国籍のアーティストと外国で活動する外国籍のアーティストの⼆⼈展は、「出展作家及び作品の２／３」という条件は満たしませ
ん。なお、「我が国の現代美術作家」は「海外で活動する⽇本国籍のアーティスト」や「⽇本で活動する外国籍のアーティスト」も含
まれます。

Q アーティストは⻑年⽇本を拠点にして活動をしているが、国籍は⽇本ではない。応募可能か。
A 基本的には⽇本国籍の⽅だけでなく、⽇本を拠点に活動をしている⽅も対象ですが、詳細は応募される活動によって異なりますので応

募要領をご確認ください。

Q 出展作家がまだ確定していない場合、応募は可能か？
A 応募は可能ですが、応募時点での内容で審査が⾏われるため、出来るだけ詳細に記⼊してください。
Q 申請者は事業の主催者であるが、制作会社が費⽤を拠出するため、制作会社が応募することは可能か？
A 事業の主体である団体のみ応募が可能です。
Q 実⾏委員会を組織する場合の要件は？
A 中核となる団体が法⼈格を有することが必須条件です。詳細は応募要項P2を確認してください。

応募時には、実⾏委員会及び中核となる団体の直近3か年の財務諸表⼜はこれに類する書類が必要となります。ただし、１会計年度の
み組織される実⾏委員会は、財務諸表の代わりに実⾏委員会の会計規則に基づく実⾏委員会の収⽀予算書でも可としますが、中核とな
る団体の財務諸表ならびに、実⾏委員会名義の銀⾏⼝座情報の提出は必要です。

Q [海外アートフェア等参加・出展（⼀般）（新進）］ 現代美術作家とは、現存作家のみか？
A 海外アートフェア等参加・出展においては、存命，物故作家どちらも含まれます。それ以外の活動は要件が異なりますので、応募要領

P1.2をご確認ください。

Q [国際発信⼒のある国内企画展] 国内で⾏われる展覧会に所属アーティストが参加する。主催は⾃社ではなく別の団体だが、その主催団
体から⽀給される作品制作費が⾜りないため、当社で応募したい。

A 国内展覧会への「参加」は対象外です。あくまで展覧会を主催する団体への⽀援事業です。
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令和６年度我が国アートのグローバル展開推進事業

Q c国内アートイベントに「参加する」場合の参加費も補助の対象となるか？
A 国内アートイベントへの「参加」は対象外です。あくまでアートイベントを開催する団体への⽀援です。
Q [国際連携海外展] ⾃分は作家だが、法⼈格（※ギャラリーではない）を有して活動している。海外の美術館で展覧会（作品貸出だけで

はない）を予定している。その際の費⽤は対象か？応募可能か？
A ⽇本に法⼈格を有する団体の活動は補助対象で、応募可能です。
Q [国際連携海外展] ⾃分は作家だが、法⼈格（※ギャラリーではない）を有して活動している。⾃⾝が所属する海外のギャラリーが、海

外のアートフェアに出展し⾃⾝の作品も出品される。その際の作品輸送費や渡航費・滞在費は対象か？
A ⽇本に法⼈格を有する団体が補助対象なので、海外の法⼈（海外ギャラリー）は⽀援対象にはなりません。
Q [国際連携海外展] 所属のアーティストが、海外の美術館で個展をする。主催は海外の美術館だが、応募可能か？
A 「国際連携海外展」へは、海外の美術館主催の展覧会でも応募可能ですが、補助の対象団体は⽇本国内の法⼈か実⾏委員会に限られま

す。また、出展作家の過半数が存命であることも要件です。応募要領をご確認ください。

応募要領「Ⅱ．補助対象経費等について」
Q 補助対象となる事業の対象期間はいつまでか？
A 令和5年度の補助対象となる事業の対象期間は、⼀次募集は交付決定⽇から12⽉31⽇まで、⼆次募集は交付決定⽇から翌年3⽉31⽇ま

でです。交付決定⽇以前に発⾏された請求書は補助対象外です。
Q 予算の半額補助なのか、全額補助なのか？
A 補助対象経費（消費税等仕⼊控除税額を控除した後の額）の半額補助です。ただし、補助対象経費の半額が上限⾦額を超える場合は上

限⾦額までの補助となります。また、審査において減額査定を受ける場合があります。
Q ⾃治体の美術館の展覧会では、議会通過後に予算が下りるが、予算が下りた場合も補助を受けれるのか？
A 補助対象に予算は関係なく、応募可能です。
Q ⾮課税・不課税がわからない。
A 国外における⽀払いは⽇本の税（消費税）がかかりません。海外航空券（国内空港使⽤料以外）や、輸出⼊にかかる費⽤（通関書類作

成料、トラック料等以外）は、⾮課税です。領収書等の⽀払い明細を確認のうえ、⾮課税・課税を計上してください。
Q ＜会場費＞助成対象期間に開催されるフェアの出展料の⽀払いが2回の分割払いのため、応募時には既に50%の出展料の⽀払いが完了

している。出展料の前払い分（＝交付決定⽇以前の⽀払い）は補助対象か？
A 交付決定⽇より以前の⽀払いは対象となりません。残り50％のお⽀払いが交付決定後であれば、その分は対象です。
Q ＜会場費＞フェア参加の申請料など、申込⾦は対象外だが、申込時に出展料のデポジットを前払いしている。⽀払⽇が交付決定⽇より

以前なのだが、補助対象か？
A 交付決定⽇より以前の⽀払いは対象となりません。
Q ＜会場費＞アートフェア出展の条件となる保険加⼊の料⾦は対象か？
A フェア出展の必須条件である場合に限り、対象です。任意保険は対象外です。
Q ＜会場設営費＞海外アートフェアの設営時に、ホームセンターや通販などで購⼊した物品も計上可能か？
A 会場設営費は、設営業者等に⼿配を⾏った場合のみ対象です。ホームセンター等で、個⼈で購⼊した物品は対象外です。
Q ＜会場設営費＞海外アートフェアの設営時に、現地スタッフに作業依頼をした。作業補助は計上可能か？
A 設営時および撤去時の作業補助は対象です。営業や販売の補助は対象外です。
Q ＜会場設営費＞イベントを主催する場合、会場の警備費は計上可能か？
A 設営スタッフ費として計上可能です。
Q ＜運搬費＞海外現地での作品輸送にタクシーや配⾞サービスの使⽤は対象か？
A 海外現地運搬費は，運送業者等に⼿配を⾏った場合のみ対象です。個⼈で運送する場合のタクシーや配⾞サービス、レンタカー等の搬

⼊は、補助対象外です。
Q ＜運搬費＞作品を、航空機の預け⼿荷物で運ぶ際の超過料⾦は対象か？
A 対象です。
Q ＜運搬費＞海外現地からの返却時の輸送が60⽇を過ぎる可能性があり、復路の運搬費の⽀払が60⽇以降になる場合は対象外か？
A 60⽇以内に復路の運搬も完了することが規定ですが、やむを得ない場合は事前にご相談ください。遅延した理由書の提出を求める場合

があります。また、会計年度が終了する年度末は、⽀払が完了していない復路運搬費などの経費は、事業未完了と判断し対象外経費と
なります。

Q ＜運搬費＞会計年度末に開催予定のアートフェアへの参加において、復路の運搬費は補助対象外とのことだが、その場合、応募時点で
の対象経費には含めるのか、含めないのか？

A 応募時点で対象外経費と確定している場合は、事業予算書の補助対象経費には含めないでください。ただし、全体の事業収⽀には記載
してください。

Q ＜旅費＞渡航の際にビジネスクラス（プレミアムエコノミークラス）に搭乗した。計上可能か？
A ファーストクラス・ビジネスクラス・プレミアムエコノミー等は対象外です。エコノミークラスのみ補助対象です。

Q ＜旅費＞⽇付変更可能なエコノミークラス(例えば予約クラスがY/B/M/K/V/Tなど)は補助の対象か？
A エコノミークラスであれば補助対象ですが、マイルの加算は不可ですので、ご留意ください。
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令和６年度我が国アートのグローバル展開推進事業

Q ＜旅費＞PCR検査の費⽤は対象経費か？
A 医者に係る経費は対象外のため、検査後に医師から結果の説明を受けるPCR検査（出⼊国に係る陰性証明書など）は、対象外です。

Q ＜旅費＞宿泊証明書を提出しなければいけないのか？
A 宿泊施設に宿泊をした証明ができる書類、ホテルの請求書（宿泊⽇数、宿泊⼈数、⾦額がわかるもの）および領収書（⽀払いを証明す

るもの）などを提出してください。
Q <旅費＞フェア終了後に別都市/地域に⽴ち寄りたい。往路は開催地までの直⾏便だが、復路は経由地を含めた別経路の航空券を取得

したい。この場合、復路は補助⾦の対象外か？
A 募集要領に記載がある「補助対象事業以外のアートフェア等に出展した場合，その移動に係る（帰国含む）経費は計上不可。」にあた

るため、対象外です。

応募要領「Ⅲ．提出期間、提出先および応募書類について」
Q 財務諸表は3年分必要ということだが、ギャラリー開業後まだ2年しか⽴っていない。また、書類を集めるのに時間がかかり、間に合わ

ない場合は？
A 揃えられる書類のみで審査を⾏います。必要書類が不⾜している場合は審査対象とならない場合がございます。
Q 申請にあたり要領が⼤きくてメールで送れない。どうすればいいか？
A ⼤容量データ送信サービスは、⽂化庁のセキュリティ上、使⽤できません。メールに添付できるサイズに縮⼩し送付下さい。⼤きな

ファイルで送らなければならない場合は、ファイル共有ツール「ＢＯＸ」を使⽤してください。

応募要領「Ⅳ．審査および審査結果について」
Q 「交付決定⽇」は採択結果のメールを受け取った⽇か？
A 交付決定⽇は、交付決定後にメールにて採択団体へ送付される「交付決定通知書」に記載される⽇付です。（⼀次募集の場合は、前年

度1⽉〜3⽉の間に募集しますが、交付決定通知は4⽉1⽇（新年度）以降になります。）
Q 交付決定された事業（海外アートフェア）への参加が不可となったが、別のアートフェアに参加することが決まったので、そちらに補

助してもらいたい。計画変更は可能か？
A 応募いただいた申請書の企画内容で審査を⾏い、その事業に対して補助⾦の交付が決定されます。よって、審査にかけられていない別

のアートフェアについて補助することは出来ません。判明した時点で「【様式０７】補助事業中⽌（廃⽌）承認申請書（第10条関
係）」をご提出ください。

Q 出展作家を変更したい。変更承認申請は必要か？
A 企画のメインとなる作家や、展⽰企画のコンセプトの変更に繋がるような変更の場合は、変更承認申請が必要です。判明した時点でご

相談ください。事業終了後に判明した場合、交付決定の取り消しや補助⾦の⼀部を減額することがありますのでご留意ください。

Q 展覧会が好評で、展覧会期間を延⻑することになった。その場合は、変更申請が必要か？
A 申請時の企画内容の⼤幅な変更になりますので、変更承認申請が必要です。

Q 海外に渡航する⼈数（海外から招聘する⼈数）が変わった。変更承認申請は必要か。
A 渡航（招聘）の⼈数を変更し、補助対象経費の総額が、交付決定額の範囲内で補助対象経費の総額の２０％以上変わる場合は「【様式

０４】補助事業内容変更承認申請書(第9条関係)」の提出が必要です。２０％以内の変更の場合は申請書の提出は不要です。

Q 補助対象経費の総額20%の増減がある場合は変更承認申請が必要だが、各費⽬の20%増減に関しても承認は必要か？
A 各費⽬の増減に関しては、補助事業内容変更承認申請書の提出は不要です。

Q 補助対象経費の総額20%の増減がある場合、増えた場合の増加分は⽀払われるのか？
A 交付決定された⾦額が上限額のため、変更申請後に増加した分はお⽀払いできません。

Q 円安で応募時よりもレートが⼤きく変わっており、補助対象経費も増額の状況だが、変更承認申請は必要か？
A 経費の増減について補助事業内容変更承認申請書の提出が必要な場合は、「補助対象経費の総額を変更しようとするとき。ただし、決

定された交付額の範囲内で補助対象経費の総額の２０％以内の変更はこの限りとしない。」ですので、補助対象経費の総額が２０％以
上変更する場合は、補助事業内容変更承認申請書の提出が必要です。

Q 採択された事業（海外の美術館と連携した展覧会開催）に作品の売買を伴う可能性がある。販売した際は、売り上げを収⽀に記⼊し、
計画変更承認申請が必要か。

A 「国際連携海外展」および「国際発信⼒のある国内企画展」は、展覧会開催への補助です。売買が⾏われる場合は補助事業対象外で
す。交付決定通知後に判明した場合は、交付決定を取り下げる場合があります。

応募要領「V．補助⾦交付までの流れ」
Q 補助⾦の⽀払時期はいつごろか。また，概算払制度はあるか。
A 補助⾦の⽀払時期は、原則、補助事業が完了し、補助⾦の額の確定後となります。また、概算払いを申請した場合、財務協議のうえ概

算払いの可否が決定されるので、必ず可能という約束はできません。補助⾦が⽀払われるまでは、経費を⽴て替えることとなりますの
で、御注意ください。
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令和６年度我が国アートのグローバル展開推進事業

実施報告について
Q 外貨で⽀払った場合の換算レートはどうなるか？

A 外貨の円貨への為替レートは、「⽀払⽇の三菱ＵＦＪ銀⾏のＴ.Ｔ.Ｓレート」で換算の上精算します。⽀払⽇の三菱ＵＦＪ銀⾏のＴＴ
Ｓレートが分かる資料（ＷＥＢサイトの写し等）を、実績報告時に信憑書類として提出してください。ただし、実績報告時に、実際に
⽀払った円貨が明らかな場合（銀⾏振込やクレジットカードの⽀払明細書や領収書などに記載がある場合）は、当該円貨額により精算
します。⽀払明細書や領収書は、外貨請求額、換算レート、円貨⽀払額が明記されているものを提出してください。

Q ＜旅費＞領収書がない場合、⽀払明細（クレジットカードの明細等）で代替え可能か？

A ⽀払明細のみでは、不⼗分です。内容や⾦額内訳が分かる書類を合わせて提出ください。なお、航空券に関しては、搭乗を証明できる
書類（搭乗証明書、搭乗券の半券またはパスポートの出⼊国スタンプ等）も併せてご提出ください。

Q ＜輸送費＞①フェア会場から空港/港、②海上輸送、③国内⼊国後の倉庫までの輸送を、⼯程ごとに複数の運送業者に分けて依頼して
問題ないか？

A 複数の運送業者に依頼することは、問題ございません。ただし、精算は「業者に発注した内容が完了している分まで」の計上となるた
め、②海上輸送の場合、輸送の最中で作品が⾃社倉庫等まで到着していない場合は、完了とみなされず対象経費と認められないので、
ご留意ください。

Q 応募する際に⾒積を取った。そのため⾒積書の⽇付が交付決定前だが、報告時は⾒積を取り直さなければならないか？
A 請求書に内訳（請求明細）が記載されていれば、⾒積書は不要です。内訳のない請求書の場合は、内訳のわかる⾒積書が必要ですの

で、交付決定⽇以降の⾒積書を提出してください。

Q 実施報告書⼀式の送付先はどこ/誰か？
A ⽂化経済・国際課 <kei-sai@mext.go.jp>と、担当者宛にメールでお送りください。⼤容量データ送信サービスは、⽂化庁のセキュリ

ティ上、使⽤できません。メールに添付できるサイズに縮⼩し送付下さい。⼤きなファイルで送付が必要な場合は、ファイル共有ツー
ル「ＢＯＸ」を使⽤してください。
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